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第１０  年 金 と 医 療 給 付 等                 

 【 市民課・保険医療課 】 

１ 国民年金 

(1) 国民年金に加入する方 

国民年金は、すべての方が共通して受けられる「基礎年金」が大きな柱です。そのため自

営業などの方、会社員や公務員も国民年金に強制加入することになります。また、20歳から

60歳未満の会社員などの被扶養配偶者も、必ず国民年金に加入することになっています。 

○国民年金の強制加入被保険者は、次の方々です。 

第１号被保険者 
農業、漁業、自営業、学生などの方とその配偶者で、20歳から 

60歳未満の方 

第２号被保険者 厚生年金・共済年金に加入している会社員や公務員の方 

第３号被保険者 
厚生年金、共済組合などの加入者の被扶養配偶者で、20歳から 

60歳未満の方 

(2) 国民年金に任意加入できる方 

① 20歳以上60歳未満で老齢年金を受けられる日本国内に住所のある方 

② 日本国籍を有し海外に居住する20歳以上65歳未満の方 

③ 日本国内に住所のある60歳以上65歳未満の方 

  ④ 昭和40年４月１日以前に生まれた人で、受給資格期間を満たしていない65歳以上70歳未

満の日本国内に住所のある方、又は海外に居住する日本人の方 

(3) こんな時には届出を 

① 会社を退職したとき 

② 厚生年金・共済組合加入者の扶養配偶者からはずれたとき（収入が増えたとき、離婚し

たとき） 

③ 日本国外に住むことになったとき 

④ 海外に住んでいた方が帰国したとき 

(4) 保険料 

国民年金の保険料は定額です。 

ただし、前納をしていただくことで割引となります。口座振替での前納払いをご利用いた

だくとさらに割引が多くなります。また、口座振替にはお得早割（当月分を当月末に口座振

替）制度があります。 

第２号被保険者と第３号被保険者は、基礎年金に必要な費用を厚生年金や共済組合からま

とめて拠出するため、国民年金保険料を被保険者自ら持ち出しして納める必要はありません。 

(5) 保険料の納付方法 

保険料の納付期限は各月ごとに翌月末となっています。 

納付書で納める場合は、銀行・ゆうちょ銀行などの金融機関やコンビニエンスストアで納

付できます。 

また、納め忘れの無いように口座振替やクレジットカードでの納付ができます（事前の手

続きが必要です）。 
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(6) 保険料の免除制度について 

経済的な理由等で国民年金保険料を納めることが難しいときは、年金保険料が免除（一部

免除）・納付猶予となる申請免除や学生の方を対象とする学生納付特例（納付猶予）の制度

があります。 

また、障害基礎年金、障害厚生年金・障害共済年金（１・２級のみ）を受けている時や生

活保護法の生活扶助を受けている時に該当する法定免除があります。 

免除や猶予の手続きをせずに、国民年金保険料が未納のまま障害や死亡等の不慮の事態が

発生すると、障害基礎年金や遺族基礎年金を受けられない場合があります。 

そのほか、国民年金被保険者を対象とした産前産後期間の保険料免除制度があります。 

(7) 支給される年金 

① 老齢基礎年金 

保険料を納めた期間と免除された期間を合わせて10年以上ある方が、65歳になったとき

から支給されます。 

また、60歳から65歳になる前に繰上げて受け取ることもできますが年金額は減額になり

ます。 

② 障害基礎年金 

国民年金に加入中（もしくは60歳以上65歳未満で日本に住んでいるとき）に初診日のあ

る病気やけがで政令に定める１級または２級の障がいの状態になった方に支給されます。 

ただし、被保険者期間のうち、保険料納付済期間と保険料免除期間を合算した期間が３

分の２以上あること、または直近の１年間に未納がないことが条件です。 

③ 遺族基礎年金 

被保険者または老齢基礎年金の資格期間を満たした方が死亡したときに、18歳未満の子

がいる配偶者または18歳未満の子に支給されます（子とは18歳になった年度の３月31日ま

でにある方、または20歳未満で障害年金の障害等級１級または２級の状態にある方）。 

④ 付加年金 

より高い年金を受けたい第１号被保険者と任意加入保険者のために、付加保険料（月額

400円）を納める制度があります。付加保険料を納めた方が老齢基礎年金の受給権を得たと

きに支給されます。 

⑤ 寡婦年金 

老齢基礎年金の資格期間を満たした夫が、年金を受けないで死亡した場合に、10年以上

婚姻関係にあった妻に60歳から65歳まで支給されます。 

⑥ 死亡一時金 

第１号被保険者として保険料を３年以上納めた方が年金を受けないまま死亡し、その遺

族が遺族基礎年金を受けられない場合に、故人と生計が同一であった遺族に支給されます。 

 

２ 国民健康保険            

(1) 国民健康保険（国保）に加入する方 

市内に住所がある方は、職場の医療保険（社会保険、共済組合など）に加入している場合

を除き、全員が国民健康保険に加入しなければなりません。加入・脱退は14日以内に必ず 

届出をしてください。また、交通事故にあった場合も届出が必要です。 

(2) 国保の保険給付 

小学校就学前の乳幼児は２割、乳幼児を除く70歳未満の方は３割、70歳以上の方で現役並

み所得の方は３割、それ以外の所得の方は２割の自己負担で診療が受けられます。 
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 (3) 療養費の支給 

医師の指示によりコルセットなどを作った場合に、申請すると費用額の７割又は８割が払

い戻されます。 

(4) 高額療養費の支給 

病院の窓口で支払った額が高額になった場合、自己負担限度額を超えた分は、申請すると

後で払い戻されます。また、病院の窓口に限度額適用認定証を提示すると、自己負担限度額

までの支払いで済みます。 

(5) 出産育児一時金、葬祭費の支給 

加入者が出産したとき、死亡したときに、それぞれ一定の額が支給されます。 

(6) 国民健康保険税 

世帯の前年の所得、加入者の数などから計算し、保険税額を決定します。 

☆適用状況（令和６年度実績）    

世帯数（年度末） 人 口（年度末） 

総世帯数(世帯) 被保険世帯数(世帯) 加入率(%) 総人口(人) 被保険者数(人) 加入率(%) 

17,286 4,377 25.3 30,888 
（1.43） 

6,239 
20.2 

※被保険者数欄（ ）内は、１世帯当たり被保険者数 

 

☆国民健康保険税の状況（令和６年度実績） 

予算現額(円) 
調    定    額 (円) 

現年課税分 滞納繰越分 計 

571,489,000 610,183,800 99,065,907 709,249,707 

 

収  入  済  額 (円) 調定額に対する収入割合(%) 

現年課税分 滞納繰越分 計 
現 年 

課税分 

滞 納 

繰越分 
計 前年度 

592,398,713 28,733,880 621,132,593 97.1 29.0 87.6 85.7 

       

区分 賦 課 総 額        賦課区分      税 率 等 賦 課 額 賦課割合 

医療

給付

費分 

602,227千円 

所得割 8.50% 300,503千円 50.0% 

資産割 7.30%   9,696千円 1.6% 

均等割 25,000円 162,900千円 27.0% 

平等割 30,000円 129,128千円 21.4% 

 

区分 賦 課 総 額        賦課区分      税 率 等 賦 課 額 賦課割合 

後期

支援

金分 

142,986千円 

所得割 2.00% 70,706千円 49.5% 

資産割 2.30%  3,054千円 2.1% 

均等割 6,000円 39,096千円 27.3% 

平等割 7,000円 30,130千円 21.1% 
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区分 賦 課 総 額        賦課区分      税 率 等 賦 課 額 賦課割合 

介護

給付

費分 

54,429千円    

所得割 2.00%     28,595千円 52.5% 

資産割 1.90%        782千円  1.4% 

均等割 6,000円    12,438千円 22.9% 

平等割 7,000円      12,614千円 23.2% 

※本表は確定賦課時における状況であり、軽減前のもの 

☆保険給付状況（令和６年度実績） 

 ○療養諸費 

療養給付費(千円) 療養費(千円) 療養諸費計(千円) 

費用額 給付額 費用額 給付額 費用額 給付額 

3,119,418 2,312,194 15,860 11,833 3,135,278 2,324,027 

 

１世帯当たり(円) １人当たり(円) 件 数 

(件) 

受診率(被保険者100人

当たり受診件数)(%) 

１件当たり(円) 

費用額 給付額 費用額 給付額 費用額 給付額 

716,308 530,963 502,529 372,500 109,698 1,758.26 28,581 21,186 

 ○高額療養費及びその他の給付費 

高額療養費 出産育児一時金 葬 祭 費 

件数 給付額(千円) 件数 給付額(千円) 件数 給付額(千円) 

6,572 384,573 12 5,988 69 2,070 

３ 後期高齢者医療制度 

(1) 後期高齢者医療制度の対象となる方 

75歳以上のすべての方と、65歳～74歳で一定の障がいのある方。 

年齢が75歳になったときや、道内他市町村から転入されたときには届出は必要ありません。

一定の障がいがある方が65歳になるときや、65歳～74歳の方が新たに一定の障がいになった

ときは、申請により加入することができます。 

※一定の障がい：身体障害者手帳の障害等級１級～３級と４級の一部（音声障害、言語障害、

下肢障害１・３・４号）、療育手帳の重度（Ａ判定）、精神障害者保健福祉

手帳の１級・２級 ほか 

 

(2) 後期高齢者医療の保険給付 

所得に応じて１割から３割の自己負担で診療が受けられます。 

(3) 療養費の支給 

医師の指示によりコルセットなどを作った場合に、申請すると決定額の７割から９割が払

い戻されます。 
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(4) 高額療養費の支給 

病院の窓口で支払った額のうち、定められた限度額を超えた分は、申請すると後で払い戻

されます。一度申請すると、あとは該当したときに自動的に振り込まれるようになります。 

(5) 葬祭費の支給 

加入者が死亡したときに、申請により一定の額が支給されます。 

(6) 後期高齢者医療保険料 

北海道後期高齢者医療広域連合で保険料額を決定します。「均等割額」と「所得割額」の

合計が１年間の保険料額となります。 

☆適用状況（令和６年度実績）    

人  口（年度末） 

総人口(人) 被保険者数(人) 加入率(%) 

30,888 7,435 24.1 

☆後期高齢者医療保険料の状況（令和６年度実績）               

予算現額(円) 
調    定    額  (円) 

現年課税分 滞納繰越分 計 

531,860,000 523,840,500 2,119,800 525,960,300 

 

収  入  済  額  (円) 調定額に対する収入割合(%) 

現年課税分 滞納繰越分 計 
現 年 

課税分 

滞 納 

繰越分 
計 前年度 

521,934,300 764,600 522,698,900 99.6 36.1 99.4 99.6 

４ 医療費助成 

(1) 重度心身障がい者の医療費助成 

健康保険に加入している方で、身体障害者手帳の交付を受け、障害等級１､ ２級の方、３

級（心臓など内部疾患に限ります）に該当する方､ 重度の知的障がいと判定、診断された方

は、保険診療による自己負担分（入院中の食事代の患者負担分を除きます）が、市町村民税

課税世帯の方は１割、非課税世帯の方と３歳未満の方は初診料の一部のみの負担となります

（所得制限あり）。 

また､ 精神障害者保健福祉手帳の１級の方の通院にかかる医療費も助成対象になります。 

 

○手続き方法･･･健康保険証等の保険情報を確認できる書類、身体障害者手帳、療育手帳、精 

神障害者保健福祉手帳、医師の診断書などを持参し、申請してください。 
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☆重度心身障がい者医療助成状況（令和６年度実績）〔受給者数 948人〕  

区  分 入 院 入 院 外     歯 科 調 剤 そ の 他     計 

助成件数 1,238 13,154 1,198 10,027 172 25,789 

助成額（千円） 22,814 22,087 3,239 22,566 1,605 72,311 

 

(2) ひとり親家庭等の医療費助成 

健康保険に加入しているひとり親家庭と両親のいない家庭の18歳到達後最初の年度末ま

での子どもと、その子どもを扶養している母又は父（所得制限あり）は、保険診療による自

己負担分（入院中の食事代の患者負担分を除きます）が、市町村民税課税世帯の方は１割、

非課税世帯の方と３歳未満の方は初診料の一部のみの負担となります（子どもは入院と通院、

母（父）は入院のみ）。  

○手続き方法･･･健康保険証等の保険情報を確認できる書類を持参し、申請してください。  

☆ひとり親家庭等医療助成状況（令和６年度実績）〔受給者数 710人〕  

区    分 入 院 入 院 外     歯 科 調 剤 そ の 他     計 

助成件数 30 2,505 239 1,717 39 4,530 

助成額（千円） 1,063 4,418 463 2,217 123 8,284 

 
(3) 子ども（乳幼児等）の医療費助成 

健康保険に加入している０歳から18歳到達後最初の年度末までの子どもは、保険診療によ

る自己負担分（入院中の食事代の患者負担分を除きます）が、市町村民税課税世帯の方は１

割、非課税世帯の方は初診料の一部のみの負担となります。ただし、３歳未満の子どもにつ

いては、全員、初診料の一部のみ負担となります（所得制限なし）。 

○手続き方法･･･健康保険証等の保険情報を確認できる書類を持参し、申請してください。 

☆子ども医療助成状況（令和６年度実績）〔受給者数 3,309人〕  

区  分 入 院 入 院 外     歯 科 調 剤 そ の 他     計 

助成件数 222 14,751 1,385 11,160 105 27,623 

助成額（千円） 9,486 22,842 2,002 11,131 175 45,636 

 

(4) こんなときには届出を  

対象者の住所及び加入している健康保険など届出事項に変更があったときは、すみやかに

届出をしてください。 


